
IFAC-中小事務所アドバイ
ザリーグループ（SMP AG）
ニューヨーク会議報告

国際トレンディ

2024年 5 月 6 日及び 7 日の 2 日間
で、国際会計士連盟（IFAC）・中小事務
所アドバイザリーグループ（Small and 
M e d i u m P r a c t i c e s A d v i s o r y 
Group：SMP AG）の対面とウェブによ
るハイブリッド形式の会議が開催され、メ
ンバーである筆者が出席した。本稿では、
この会議の概要を報告する。なお、SMP 
AGの会議は非公開であり、議題に関連
する資料の公表も行われておらず、限ら
れた内容であることに留意されたい。

はじめに1
SMP AG委員長のMonica Foer-

ster氏から、前回会議議事録の承認、
SMP AGの2024年作業計画の進捗報
告、アウトリーチ活動の実績及び今後の
計画などが発表された。なお、今回の 2
日間の会議の全体像については次頁の
図表 1 のとおりである。

今回も多岐にわたる議題が盛り込まれ
ており、各セクションで十分な時間配分が
なされているが、いざ意見交換が始まる
と各メンバーから多くの意見が発信され、
時間切れとなる場面も多くみられた。

IAASBプロジェクトアップ
デート2

今回のIAASBプロジェクトアップデー

トは、Section 2 での内部統制に係る整
備・運用評価、及びSection 7 でのテク
ノロジーに関する中小事務所における課
題共有を目的に行われた。イギリスでは
中小クライアントの監査ではほとんど内
部統制の評価を実施しておらず、監査人
に内部統制評価を要求することになると、
まずはクライアントにおける内部統制整備
のための追加コストが必要になるといった
懸念も示された。また、2025年にはAI
への投資額が2,000億ドルに達すると
いった予測もある中で、監査基準におけ
るテクノロジー対応について、中小事務
所の視点から意見交換が行われた。ここ
でも、中小事務所における現状の限定的
なIT利用の状況からは、費用対効果を
重視した慎重な検討が必要であるとのコ
メントがみられた。

国際教育基準（In te rna -
t i o n a l  E d u c a t i o n 
Standards：IESs）

3
IFACには、国際教育基準の開発を

行っているチームがあることをご存じだろ
うか。日本公認会計士協会のウェブサイ
トでも、2024年 4 月26日付けで改訂案
の公 表をお知らせしており1 、同 時に
IFACウェブサイト2もぜひ参照していた
だきたい。

今回の改訂案は、職業会計士志望者

国際会計士連盟（IFAC）
中小事務所アドバイザリーグループ
メンバー

金
き ん

城
じ ょ う

 琢
た く

磨
ま

132 会計・監査ジャーナル｜No.830｜Sep. 2024｜



には十分ではなく、例えばブラジルでは教
育制度の変更には時間を要することか
ら、後押しするための支援等が必要であ
るとの意見が出され、また、他の監査基
準等の設定と比較すると、今回の教育基
準の改訂はタイミングが遅いといった厳し
い意見も聞かれた。その一方で、会計士
以外の専門家との協業は、サステナビリ
ティ関連サービスを含めて必要なことで
あり、またバリューチェーンにおけるSMP
の関与の在り方も研究する必要があるな
ど、建設的な意見も多く出された。

会計プロフェッションの
確保4

職業会計士の人材不足、特に会計士
を目指す若手が減少傾向にあることから、
SMP AGメンバーの会計事務所でも人
材獲得を優先課題としており、毎回の会
議での重要テーマの 1 つになっている。
近年の日本においては、公認会計士試
験受験者数や論文式試験合格者数は
増加する傾向にあるものの、依然として
監査の現場では人材不足が目立ってい
る状況である。Section 4 では、オースト
ラリア・ニュージーランド公認会計士協会

（CA ANZ）の活動状況が報告された。
インスタグラムを活用したアンケート調査

では、1,624名からの回答をもとに以下
の調査結果が得られた。かっこ内は全回
答に占める割合である。
・�　会計士の業務はデスクワーク（96％）
・�　会計士は革新的な仕事ではない
（63％）

・�　会計は問題解決のための職業であ
る（70％）が、クリエイティブではない

（81％）
また、「会計」からイメージする単語等

としては、「お金」、「数学」、「エクセル」、
「 1 日中孤独に数字をかみ砕く」といった
ものであった。特に興味深かったのは、若
手の会計士が私服姿で若者にインタ
ビューする映像の中で、会計士の職業イ
メージとして「退屈（boring）」と回答す
る若者がいたことである。

これらの調査結果から、現在の若者が
将来のキャリアに要求することと、会計士
という職業について抱いているイメージと
のギャップが大きく、会計士のキャリアに
ついての正しい情報発信ができていない
ことが問題であると認識された。また、学
生が会計士を目指すきっかけとなる導線
が伝統的なチャネルに限定されているこ
とも、会計士を目指す若者が減少する要
因となっている。SMP AGの他メンバー
からも、会計士の現在の労働環境のイ

向けに、サステナビリティ関連のスキルや
知識を身に付けることにフォーカスしてお
り、将来的にはサステナビリティに関連す
るポジションで活躍している職業会計士
の継続的専門能力開発（CPD）につな
げていくことが目的である。また、改訂案
では、サステナビリティのために別の新し
い基準や専門分野を作成すること、すな
わち、サステナビリティを独立したトピック
として扱うのではなく、アウトプットとしての
学習成果別にファイナンスとサステナビリ
ティにおける論点を結び付けることを目的
としている。

サステナビリティ開示及び保証業務の
範囲によっては、すべての職業会計士が
これに関与することはないかもしれないが、
職業会計士としてサステナビリティ関連
の最低限の知識獲得は必要であると筆
者は考え、例えば、サステナビリティに係
るアドバイザリーや保証業務を提供して
いない中小事務所においても、サステナ
ビリティをCPDの 1 分野として組み込む
ことは、中小事務所を志望する若手会計
士の学びの機会を増やすことにつながり、
将来の若手人材の知識獲得につながる
ことを期待したいとコメントした。

さらにSMP AGメンバーからは、基準
を開発するだけでは実務への浸透を図る

｜No.830｜Sep. 2024｜会計・監査ジャーナル 133

図表 1
アジェンダ項目

2024年5月6日（1日目） 2024年5月7日（2日目）

Section 1 SME/SMP ワークプラン2024 アップデート 15分 Section 7
IAASB アップデート
テクノロジー

60分

Section 2
IAASBプロジェクトアップデート
リスク対応作業計画

75分 Section 8 UN MSME Day イニシアティブ 30分

Section 3
International Education Standards (IES)
アップデート―サステナビリティ教育を含む

45分 Section 9 SMPによるサステナビリティサービス提供 90分

Section 4 人材管理イニシアティブ 55分 Section 10
SMPのブランディング及びデジタル化

（グループディスカッション）
120分

Section 5
SMPのための事業計画

（グループディスカッション）
120分 Section 11 SNSの活用 50分

Section 6 SMP & SME 支援キャンペーン 70分



メージ改善、職業イメージを正しく理解し
てもらうために繰り返しメッセージを発信
すること、及び会計プロフェッションの魅
力やワークライフバランス等の環境整備
が必要であるとのコメントが寄せられた。

CA ANZでは、会員限定の情報発信
ではあるが、中小事務所向けに“Future 
Talent toolk i t ”を作成しており、リク
ルート計画、キャリア形成、インターンシッ
プ制度等の人材獲得から育成に向けた
ツールを作成し、中小事務所支援を行っ
ている。

中小事務所支援5
Section 5 及びSection10では、小

グループに分かれて中小事務所支援の
ためのディスカッションを行った。主なポイ
ントは中小事務所にとっての事業計画策
定の要否、ブランディング及びSNSの活
用の要否である。この点、SMP AGでは
2018年 5 月23日付けで中小事務所向
けの実務管理ガイドを発行している3 。こ
の実務管理ガイドは図表 2 の 8 つのモ
ジュールから構成されており、中小事務
所運営におけるあらゆる論点を網羅して
いるものの、実質的な内容で452頁から
構成されているため、実際には利用しづ
らいのではないかとの意見も出ていた。

そこで、この中から重要なところを抜粋
してより使いやすいものにすることが議論
された。事業計画については、多くの中
小事務所では経営者の頭の中に入って
いることが多く、明文化されたものは持っ
ていないことも多いのではないだろうか。
また、成長よりも現状維持あるいは眼前
の課題に対応している状況であることも
多いのではないだろうか。このような状況
において、コロナ禍における多様化された
労働環境、時間と資源が限られている中
での外部コンサルタントの利用や、会計
専門家としてのサービスライン別の戦略
立案による収益構造の分析、環境変化
への対応、次世代リーダーの育成など事
業承継等の観点から、さらには国際品質
マネジメント基準第 1 号（ISQM 1 ）と整
合した事業戦略の必要性など、中小事
務所においても事業戦略の立案が重要
であることが確認された。

2 日目のSect ion10では、中小事務
所のブランディングとSNS活用について、
ブランディングのために重要であると考え
られる構 成 要 素（Elements）、要 因

（Factors）及び手段（Tools）の 3 つの
視点からディスカッションした。中小事務
所を差別化するための構成要素として、
事務所の文化、クライアントタイプ、風通
しの良さ、強力なリーダーシップ、ワークラ

イフバランスなどが挙げられた。特に、中
小事務所は特徴的に少人数であるため、
組織力よりはむしろ個々人の能力や特性
に偏る傾向がみられた。次にブランディン
グのための検討事項として、ミッションやロ
ゴを明示することや、ターゲットを分析す
ることの必要性、事務所のマーケットでの
立ち位置を明確にするなど、SMP AGメ
ンバーがそれぞれの事務所で実践してい
る、あるいは重要であると考えていること
が明確になったのではないだろうか。さら
に、ブランディングの手段であるが、ダイレ
クトマーケティングが法令で禁止されてい
る国もある中で、一 番 多 かったのは
LinkedInの活用であった。また、個人的
な話題をSNSで発信したり、クライアント
向けのeライブラリーの充実等が挙げら
れた。YouTubeもほとんどがスマートフォ
ンで撮影されていると思われるが、事務
所内外に向けた研修教材としてスマート
フォンで撮影して編集している事務所もあ
り、多額の設備投資がなくてもビジュアル
教材が容易に作成できるそうである。今
回のディスカッションの結果は、既存の中
小事務所向け実務管理ガイドのバージョ
ンアップに利用される予定であり、公表さ
れ次第、今後の会議報告の中での紹介
を予定している。

＜注＞
1  　日本公認会計士協会「【IFAC】国際

教育基準（IESｓ）の改定案を公表」

https://jicpa.or.jp/specialized_

f ield/ITI/2024/20240426gby.

html

（2024年 6月17日閲覧）

2  　IFACウェブサイト

h t tp s : / /www. i f a c .o r g /news -

e ven t s /2024 -04 /equ ipp i ng -

a c coun t an t s - s u s t a i n ab i l i t y -

r e p o r t i n g - i f a c - p r o p o s e s -
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図表 2
単位 タイトル 頁

モジュール1 Planning of Your Firm （事業計画） 1
モジュール2 Practice Models, Associations, and Networks

（事務所形態、アソシエイト及びネットワーク）
108

モジュール3 Building and Growing Your Firm
（事務所の確立と成長）

144

モジュール4 People Power： Developing a People Strategy
（人的パワー：育成戦略の策定）

193

モジュール5 Leveraging Technology（テクノロジーの活用） 248
モジュール6 Client Relationship Management（顧客関係管理） 306
モジュール7 Risk Management（リスク管理） 343
モジュール8 Succession Planning（事業承継計画） 417



enhancements - in ternat iona l -

education

（2024年 6月17日閲覧）

3  　中小事務所向けの実務管理ガイド

h t t p s : / / w w w . i f a c . o r g /

knowledge-gateway/small-and-

medium-sized-practices-smps/

pub l i ca t ions/gu ide -prac t ice -

management-small-and-medium-

sized-practices- 0

（2024年 6月18日閲覧）
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